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1. はじめに 
イノベーションは経済発展の原動力である。ジョセフ・シュンペーターは、イノベーショ

ンを引き起こす主体について 2つの仮説を提示している。１点目は、独創的、野心的なアン

トレプレナーやスタートアップ企業がイノベーションの主体になるとみる（シュンペータ

ー・MarkⅠ）。2点目は、豊富な資金力に加えて研究開発のための最適なプラットホームを

持つ大企業がイノベーションの主体となるとした（シュンペーター・Mark Ⅱ） 

CB インサイツによると、ユニコーン企業、すなわち企業評価額が 10 億ドル以上、設立

10年以内の非上場テック企業は、米国が 1050社で、以下、中国 343社、インド 124社、英

国 94社、ドイツ 47社、イスラエル 42社、韓国 33社などと続き、日本は 14番目で僅か 11

社に過ぎない。ユニコーン企業の数は国の技術競争力、イノベーション力を示す指標といわ

れている。日本でユニコーン企業が少ない理由は、①起業家を目指す人材が少ない、②スタ

ートアップ企業に対する資金供給が少ない、③少子高齢化でテック人材が不足し、スタート

アップ企業に高度人材が集まらない点が指摘されている。とりわけ日本では新卒の一括採

用と永年勤続が主流で、この結果、起業に対するインセンティブが働かない。また、日本の

場合、一度失敗するとリカバリーが難しいこともスタートアップ企業が育たない要因と言

われている。 

 

２．「自前主義」がもたらす弊害 

米国ではシリコンバレーに象徴されるようにイノベーション創出のためのエコシステム、

すなわち起業家、投資家、サービス、技術、製品などが相互に連携・依存し合い、業界全体

で共存共栄するプラットホームが形成されている。しかし、日本ではこのようなイノベーシ

ョン創出のためのエコシステムが形成されていないため、MarkⅠ型のイノベーション、す

なわちスタートアップ企業による革新的なイノベーションが起こりにくいとみられている。

とりわけ多くのスタートアップ企業が抱える最大の問題が資金難だが、一方で、日本では大
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企業が研究開発から事業化まで自社で完結させる「自前主義」が根強く、外部のスタートア

ップ企業と連携し、あるいはこれを買収する文化が薄い。このため日本では従来から資金力

のある既存の大企業が企業内でイノベーションを創出していく Mark Ⅱ型が中心となって

いた。 

しかし、Mark Ⅱ型のイノベーションを追求する日本の大企業はこれまでの成功体験か

ら、従来から手掛ける既存の製品・サービスの改良に経営資源を割り当てる結果、新たに市

場破壊的な商品を開発する力は弱く、またそのための意思決定も遅い。2000 年代前半、家

電大手のシャープは液晶テレビの需要拡大を背景に三重県亀山や大阪府堺市に巨大な液晶

パネル工場を建設し、一時期高いシェアを誇った。しかし、これが自社の製品や技術への過

信につながり、その後市場のコモディティ化が進み液晶パネルの価格が急落するなか、韓国

や中国メーカーとの競争に敗れ、2016年台湾メーカーに吸収された。 

 

３.スタートアップ企業を取り込む米国 

米国では大企業（特に GAFAM などの巨大テック企業）が MarkⅠ型のイノベーション

を買収する傾向が強い。例えば、Google (アルファベット)はサイバーセキュリティ企業 Wiz

を 320億ドルで買収（2025年）、Microsoft がゲームソフトウエア企業 Activision Blizzard
を 750億ドルで買収（2023年）、Nvidia がクラウド GPU サービス強化のため AI スタート

アップの Brev.devを買収（2024年）するなど、スタートアップ企業を飲み込む動きが活発

だ。これにより、米国企業は自前主義に陥らずに、自社にない新技術の獲得、テック人材の

確保、新規事業参入などを最速で行うことが可能になっている。  

 

4.進むオープンイノベーション 

そうしたなかで、徐々にではあるが日本でもシュンペーター・MarkⅠ型のスタートアッ

プ企業が台頭している。2025 年 9月に関西万博会場内で開催された「GLOBAL STARTUP 
EXPO 2025」では世界 21 カ国・地域から 145 のスタートアップ関連の起業・団体が出展

し、石破総理（当時）、岸田前総理も来賓として登壇した。出展者のうちの一つが、金属と

有機物を 3 次元的に合成した次世代の構成材料「MOF」を展開する京都大学発のスタート

アップ企業「アトミス」だ。MOF は多孔性材料の一種で、すでに日本国内 3社で製品化さ

れ、エアコンの冷媒の分離、フッ素コーティングの寿命延伸、消臭・抗菌・抗ウイルスなど

に活用されている。同社の科学顧問で京都大学高等研究院の北川進特別教授が、関西万博直

後の 2025年 10月に多孔性材料研究でノーベル化学賞を受賞したことで、「アトミス」の知

名度は一気に上がり、各分野の大企業から引き合いが殺到しているという。また、同じ展示

会に参加した SUN METALON（横浜市）は、金属造形装置の開発・製造をおこなっている

が、トヨタ自動車と共同で「アルミニウム合金の新リサイクルプロセスによる CO2 排出量

低減」の基礎技術を確立し、今後は連携先を拡大することで当該技術の社会実装を目指して

いる。 
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日本政府は「スタートアップ育成 5か年計画」（2022年 11月策定）を軸に、5年間で投資

額を 10 倍の 10 兆円規模へ拡大し、2026 年までに約 2.5 万社のスタートアップを創出する

目標を掲げている。人材育成、資金供給強化、オープンイノベーション（大企業とスタート

アップ企業の連携）の 3 本柱でこれまで孤立奮闘していたスタートアップ企業の事業環境

を強化していく。社会的課題を解決する成長のエンジンとしてのスタートアップ企業が、米

国のように資本力と販売力をもった大企業と提携する機会が今後は増えてくる。シュンペ

ーター・MarkⅠ型と Mark Ⅱ型が融合する時代がきている。 
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